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――まず、御社の海外意匠権の取得方針（戦略）について

概要を教えてください。

キヤノン：当社では、対象意匠（製品）ごとに、市場の競

争環境や模倣品の多寡、将来的な製品展開、また、各国の

制度の違いなどを踏まえて、最適な出願手段や出願国を選

定しています。

原則的にはまず国内で出願し、優先権主張に基づいて海

外出願を行います。これは ① 国ごとに図面や記載事項が

異なるため、余裕をもって手続き書面の準備を行うことで

方式的な不備を少なくすること、② 製品の実施計画を見

直した際、出願中止の対応が取れること――が主たる理由

です。

――当該方針（戦略）と照らして、ハーグ制度について特

にメリットを感じる点はどこでしょうか。

キヤノン：出願手続きに係る費用を節減できる点にメリッ

トを感じます。指定国をまとめ、かつ、多意匠一出願を利

用することで、出願費用（代理人費用を含む）がかなり抑

えられるため、積極的にハーグ制度を活用しています。

E-filingによるオンライン出願であれば、現地代理人費用

を削減可能です。

これまで、優先権証明書提出のためだけに現地代理人が

必要な国もありましたが、2020年から、日本も優先権証

明に関するDAS（特許庁間で、特許出願、実用新案出願、

意匠出願に係る優先権書類の電子的交換を行うサービス）

が利用できるようになったことで、その分の費用も削減で

きるようになりました。

――ハーグ制度を利用した感想をお聞かせください。

キヤノン：グローバルに意匠出願を行うにあたり、指定国

を一括して手続きできる点で利便性があります。一方、多

意匠一出願の利用において最もコストメリットが期待でき

ますが、認められる要件が国によって異なるため、指定国

PCT、マドリッド、ハーグの各制度は、それぞれ特許、

商標、意匠を海外で取得する際の有効なツールです。これ

ら制度を活用して知財活動の充実を図っている企業に

WIPO日本事務所がお話を伺います。

今回ご紹介するのは、キヤノンのハーグ制度活用事例で

す。優れた知財戦略で知られるキヤノンですが、意匠にお

いては、デザイナーと技術者が協業し、見た目の美しさと

使いやすさを融合させたデザインを追求しています。キヤ

ノンのハーグ出願では、無審査主義国のEUなどだけでは

なく、審査主義国である米国、韓国なども指定国としてい

ます。
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や意匠の組み合わせ方に難しさを感じています。

例えば、EUや韓国ではロカルノ分類のクラスが同一で

あることに対し、米国では単一のクレームとして捉えられ

る範囲内のものであることが要件です。そのため、ロカル

ノ分類のクラスが同一物品の複数の意匠であっても、それ

ぞれ類似しない場合は、EU、韓国、米国へ出願する際に、

一つの出願にしづらくなります。仮に、それらを一出願と

して３カ国すべてを指定した場合、米国は後日分割するこ

とになるので、かえって最終的な費用がかさむ結果になっ

てしまうこともあります。また、社内管理も煩雑になるの

で、この点は、制度活用を推進するうえで重要な課題だと

感じました。

さらに、一時期オンラインシステムの不具合などによる

手続きの記録漏れが発見されたり、通知授受の不備が続い

たりしたため、国際意匠登録の管理およびハーグ制度の利

用に不安を感じました。定期的なシステムのメンテナンス

と改善を望みます。

――次に、実際にハーグ出願された意匠を取り上げていた

だき、差し支えない範囲でご利用内容をお聞かせください。

どのような目的で、実際どのような国を指定されたか、ま

たご利用した感想などもご教示ください。

キヤノン：トナーカートリッジに関する意匠（DM/086575）

では、形状が少しずつ異なる4タイプのカートリッジにつ

いて複数意匠を一出願にし、EUと韓国を指定しました。

この種の製品は、一度に複数のバリエーションを、多数の

国、地域に展開するため、個別単位では、出願件数が非常

に多くなりコストがかかります。

複数意匠を一つにまとめるとともに、２カ国分を一括し

て手続きすることができたので、大幅なコスト削減に貢献

しました。

Indication of products：Process cartridges for image 

forming apparatus

国際登録番号：DM/086575

DM/086575

� 提供元：キヤノン株式会社
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――今後の展望、ハーグ制度への期待をお聞かせください。

キヤノン：まず、今後の展望ですが、海外出願国の選定で

は、模倣品対策の観点から中国を含むケースが非常に多く

ありますので、中国がハーグ制度の協定に加盟すれば、もっ

と活用の機会が増えるものと考えます。当社に限らず、中

国を重点国と考えている企業は多いので、ハーグ制度の利

用を検討するユーザーも増えるのではないでしょうか。

なお、現状においては加盟各国で、図面の提出枚数の制

限や参考図の扱い、記載事項の規定、提出書面などが異なっ

ているため、使い勝手が悪いように思われます。これらを

共通化することで、ユーザー側にとっては作業工数削減の

コストメリットが向上するものと考えられますので、今後

の検討、改善を期待します。

――最後にハーグ制度未利用者へのアドバイス等をお願い

します。

キヤノン：指定国の組み合わせによっては、公表の繰り延

べが使えないことや、審査国において拒絶通報が発行され

た場合には引用文献も含めて公表されてしまうことに対す

る懸念から、ハーグ制度の利用を控えている企業が多いと

聞いています。

この点について当社では、国内の出願を先に行い、海外

へは優先権期限まで待ってから出願することで、対策して

います。具体的には、優先権期間中に実施製品が発表され

れば、そもそも公表を繰り延べる必要がありません。また、

審査が速い分野では、６カ月以内に国内出願のファースト

アクションが出ることもあり、拒絶理由を確認してから対

応できる場合もあるので、先ほど述べたような懸念が解消

されます。また、こういった懸念材料が少ない意匠を選別

したうえで、ハーグ制度を利用する手段もあり得るのでは

ないかと考えます。


